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１－２ 世田谷区の特徴と今後の見通し 

（１）自然的・社会的条件 

１）人口・世帯数 
世田谷区の人口と世帯数は、2022年１月１日現在、916,208人、489,372世帯であり、東

京 23 区で最も多くなっています。2020年の国勢調査の結果によると、国全体の人口は 2015

年に引き続き減少（2015 年から 0.7％減、年平均 0.15％減）していますが、東京都区部の

人口は継続して増加しています。世田谷区でも、1996 年以降、増加が続いています。 

世田谷区は、単身世帯が多く、一世帯当たりの人員（2022年１月１日現在）は 1.87人で、

東京都の平均 1.92人（2020年国勢調査）を下回っています。 

人口構成比（2022 年１月１日現在）では、15 歳未満が 11.8％、15～64 歳が 67.9％、65

歳以上が 20.4％となっています。15歳未満が近年微増傾向にある一方で、65歳以上の高齢

者についても増加しています。 

「世田谷区将来人口推計（令和４年７月）」によると、コロナ禍の影響により、区の人口

は 2024 年まで減少傾向が続くが、その後は人口増に転じ、微増傾向が継続し、2032 年に

919,543人となると推計されています。年齢区分別では、生産年齢人口（15～64歳）が 2021

年をピークに減少傾向となるのに対し、高齢者人口は一貫して増加が続き、今後 10 年間で

約 22,600人の増加（約 12％の増加）になると見込まれています。 

環境省の調査によると、家庭における１人当たりのＣＯ２排出量は、世帯人員が少ないほ

ど増加する傾向にあること、また高齢世帯の方が若中年世帯より多くなる傾向があるとさ

れます。世田谷区では、将来的に人口の増加が見込まれていることも考慮すると、区民一人

ひとりがＣＯ２排出量削減に向けた行動を進めていくことと、そのための仕組みづくりやま

ちづくりが、引き続き重要になります。 

 

 

  

図 人口・世帯数・一世帯当たりの人員数の推移      図 年齢３区分別人口構成比   
出典：「世田谷区統計書 令和２年版」、住民基本台帳に基づく年齢別人口を基に作成 
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２）土地利用と建物 
世田谷区では、面積の約 67％が宅地となっています。宅地の用途の中では住居系が最も

多く、区面積の約半分を占めています。建物用途別延床面積は、2011年から 2021 年の 10年

間で約 428ha増加しました。増加量が多いのは集合住宅、専用住宅で、増加量の約８割を占

めています。 

区内の住宅ストックの状況をみると、持ち家が 199,820戸、借家が 229,580戸（いずれも

2018 年）で借家が多くなっています。持ち家数・借家数の推移から、持ち家は増加傾向に

あり、特に非木造の共同住宅が増加しています。 

2018 年の住宅の省エネルギー設備の整備状況については、全住宅 466,530戸のうち、「太

陽熱を利用した温水機器等」を整備している住宅は 0.62％、「太陽光を利用した発電機器」

を整備している住宅は 1.44％でした。「二重サッシ又は複層ガラスの窓」については、「す

べての窓にある」住宅は 11.64％、「一部の窓にある」住宅は 12.81％でした。持ち家と借家

を比較すると、いずれの設備も持ち家の方が、整備率が高い状況です。 

住宅の省エネルギー性能に関する全国的な動向を見ると、2019 年度時点で省エネルギー

基準※１に適合している新築戸建住宅は 80％超（ＺＥＨレベル※２は総数の約 25％）、新築共

同住宅では約 72％（ＺＥＨレベルは総数の約２％）となっています。また、全国の住宅ス

トック（約 5,000万戸）のうち、省エネルギー基準に適合している住宅は 2018 年度時点で

約 11％となっています。 

こうした状況を踏まえ、ＺＥＨレベルの省エネルギー性能を備えた新築住宅の普及を進

めていくとともに、既存住宅ストックにおける断熱性能向上等の対策を進めていく必要が

あります。また、地球温暖化対策の観点では、借家については、住民自身ができる対策には

限りがあることから、所有者に対し、省エネルギー設備の導入を働きかけていくことが必要

となります。 

※１ 「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）」に基づく現行基準。 

※２ 強化外皮基準及び再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネルギー基準値

（平成 28 年基準）から 20％削減した水準。ＺＥＨは、ネット・ゼロ・エネルギーハウス（Net Zero 

Energy House）の略。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 土地利用の構成比（2021年度）      図 建物用途別延床面積の推移 
出典：「令和３年度みどりの資源調査」、「土地利用現況調査」（世田谷区） 
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図 持ち家数・借家数の推移 

出典：「世田谷区第四次住宅整備方針」（世田谷区）（原典：「住宅・土地統計調査」（各年）） 

 

 
表 住宅の所有関係別・省エネルギー設備のある住宅（2018年） 

 

出典：「世田谷区第四次住宅整備方針」（世田谷区）（原典：「住宅・土地統計調査」（平成 30（2018）年）） 

 

 

図 全国の住宅ストック（約 5,000万戸）の断熱性能（2018年度） 
出典：「第１回脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会 

国土交通省説明資料」（国土交通省住宅局）  
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３）業務・産業 
世田谷区内には、2016年において 27,034事業所があり、262,689人が働いています。事

業所規模は比較的小さく、常用雇用者が５人未満の事業所が 66.2％を占めており、30 人以

上の事業所は 4.7％と少数です。産業（大分類）別従業者数を見ると、卸売業・小売業、医

療・福祉、宿泊業・飲食サービス業で全体の 49.5％を占めており、建設業や製造業などの

第二次産業の割合は低い状況です。 

また、事業者の土地・建物の所有形態については、商業、サービス関連事業者の 57.0％、

建設・製造・その他事業者の 39.0％が建物を所有していません。 

世田谷区では、オフィスや店舗等の業務その他部門に該当する事業所が多く、また、規模

が小さい事業所が多いこと、建物を所有していない事業者が一定数を占めることを考慮し

て地球温暖化対策を進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 事業所数・従業者数の推移 
 

図 常用雇用者規模別事業所数 
（2016年７月１日現在） 

出典：「世田谷区統計書 令和２年版」を基に作成 

  
図 産業（大分類）別従業者数 
（2016年７月１日現在） 

出典：「世田谷区統計書 令和２年版」を基に作成 

図 土地・建物所有形態（2015年現在） 
出典：「世田谷区産業基礎調査 報告書（平成 28 年

３月）」を基に作成 
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４）交通 
世田谷区内には、首都高速３号渋谷線、東名高速道路、首都高速４号新宿線、中央自動車

道などの高速道路のほか、南北に環状７号線、８号線、東西に国道 20号（甲州街道）、国道

246 号（玉川通り）などの幹線道路が整備されています。 

区内の自動車登録台数は、2020年において約 26.5万台で、直近５年間の推移を見ると緩

やかに減少しています。電気自動車（ＥＶ）やプラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）、

ハイブリッド自動車（ＨＶ）などの次世代自動車の保有台数は、2013 年から 2020年までの

７年間に約 2.5倍増加しています。そのうち、走行時にＣＯ２等のガスを出さないゼロ・エ

ミッション・ビークル（ＺＥＶ）※に位置づけられている電気自動車、プラグインハイブリ

ッド自動車、燃料電池自動車（ＦＣＶ）は、197 台（2013 年）から 1,638 台（2020 年）に

増加しています。 

※ 東京都の定義による。プラグインハイブリッド自動車は、ＥＶモード走行時。 

区内の幹線道路の交通量は、2010年から 2015年の５年間において、環状７号線、８号線

の一部で増加が見られますが、全体的には減少しています。円滑な道路交通の確保を図るた

め、区では、「せたがや道づくりプラン」に基づき優先整備路線を定め、道路整備を推進し

てきました。また、踏切の遮断による慢性的な交通渋滞を改善するため、開かずの踏み切り

対策として鉄道の連続立体交差事業を促進しています。小田急電鉄小田原線（代々木上原～

梅ヶ丘駅間）の連続立体交差事業は 2018 年度に完了し、現在、京王電鉄京王線（笹塚～仙

川駅間）の連続立体交差事業を促進しています。 

鉄道については、東西を結ぶ京王線、小田急線、田園都市線、東横線、目黒線、それらを

つなぐ井の頭線、世田谷線、大井町線の８路線が整備されています。また、南北の鉄道路線

がない区中央から西部において、東西に延びる鉄道路線をつなぐ役割としてバスが多く活

用されており、４社・１局（東急、小田急、京王、関東、都交通局）により 83 路線運行さ

れています（2022 年４月現在）。そのうち、コミュニティバス路線は 10 路線運行されてお

り、公共交通不便地域の解消や南北交通の強化等に向けたバスネットワークの充実が図ら

れています。 

区では、南北方向を結ぶ交通手段として、コミュニティサイクルポートを整備しています。

区内には、６駅７箇所にコミュニティサイクル・レンタルサイクルポートがあり、このうち

５箇所のポートは、どこでも借りられ、どこへでも返却可能なコミュニティサイクルシステ

ム（愛称「がやリン」）を導入しています。また、民間シェアサイクルについて、事業者と

連携して実証実験を行っています。 

さらに、2019 年には、国の提唱するウォーカブル推進都市に賛同し、歩くこと、散歩を

楽しむことができるまちづくりに向けた取組みを進めています。 

公共交通の充実をはじめ、歩きたくなるまちづくり、自転車利用の促進、ＺＥＶの普及、

ＩＣＴを活用した交通サービスを結合するＭａａＳ（マース）※など、様々な手段を組み合

わせて地球温暖化対策を進めていくことが必要です。 

※ 18 ページのコラム参照。 
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図 自動車登録台数の推移 
出典：「世田谷区統計書 令和２年版」を基に作成 

 

 

 

 
図 区内のＺＥＶ車種別保有台数の推移          図 ＺＥＶの占める割合 

（2020年） 
出典：一般財団法人自動車検査登録情報協会提供データを基に作成 
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図 主な道路の交通量推移 

出典：「世田谷区交通まちづくり基本計画（中間見直し）・世田谷区交通まちづくり行動計画（令和２年度～令和６年度）」 

（道路交通センサス（国土交通省、平成２年度（1990 年度）～平成 27 年度（2015 年度））を基に作成） 
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ＭａａＳ（マース） 

ＭａａＳ（Mobility as a Service）とは、スマホアプリやＷｅｂサービスにより、地域

住民や旅行者一人ひとりのトリップ単位での移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそ

れ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスです。

観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等との連携により、移動の利便性向上

や地域の課題解決にも資する重要な手段となるものとしても期待されています。 

 

 

図 ＭａａＳの概念 
出典：国土交通省ホームページ 

  

コラム 
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５）廃棄物 
2000 年以降人口が増え続ける中、世田谷区のごみ収集量は減少傾向にありましたが、2020

年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大による外出自粛などの影響により、ごみ量が

増加し、前年度より約 4.1％増の 185,166ｔでした。2020 年度における一時期的なごみ排出

量の増加については、2021年度のごみ収集量が前年度比３％削減の 179,552tとなり、解消

されつつあります。区民１人１日当たりのごみ排出量についても、ごみ収集量と同様に 2020

年度には 550ｇと一時的に大きく増加したものの、2021 年度には 536ｇに減少しました。 

また、資源回収については、2021 年度において資源回収量が 48,815ｔ、リサイクル率

21.5％でした。 

近年課題となっている食品ロスの削減に向けては、2022 年度に世田谷区食品ロス削減推

進計画を策定、フードドライブやエコフレンドリーショップの店舗拡大などさらなる取組

みを展開し、使用済みプラスチック使用製品の資源循環施策については、現在施策のあり方

について検討を進めているところです。 

今後とも、引き続き３Ｒのうち優先順位が高い２Ｒ（リデュース、リユース）に関する区民・

事業者の主体的な取組みを促進し、１人当たりのごみ排出量の削減を進める必要があります。 

 
図 ごみ収集量の推移 

出典：「世田谷区清掃・リサイクル事業概要 2021」等を基に作成 

 
図 資源回収量とリサイクル率の推移 

出典：「世田谷区清掃・リサイクル事業概要 2021」等を基に作成  
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６）みどり 
世田谷区には、多摩川の沿岸と台地の間に、国分寺崖線と呼ばれる急傾斜地帯が続いてお

り、崖線沿いの斜面地一帯は多くのみどりに恵まれ、貴重な自然が残る地域となっています。 

西部地域や多摩川低地には農地や緑地が多くみられるほか、砧公園や祖師谷公園、駒沢公

園などの規模の大きな公園にまとまったみどりが残されています。 

このほか、住宅地の中にも社寺林、屋敷林が点在し、大規模集合住宅にもまとまった緑地

がみられ、一般にみどりの多いまちというイメージが定着しています。 

 

 
 

図 みどり面分布図 
出典：「令和３年度みどりの資源調査」 
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2021 年度調査による世田谷区のみどり率は 24.38％で、2016 年度と比較し、0.8ポイント

減少しています。緑被率は 1.00ポイント減少し、22.56％となりました。樹木地とともに農

地も減少傾向が続いており、減少箇所の多くは住宅建設などの宅地化によるものでした。そ

の一方で、屋上緑化や集合住宅の緑被が増加しています。 

国は、「地球温暖化対策計画」（2021年 10月）の目標を達成するため、森林や都市緑化に

よるＣＯ２吸収効果を見込んでいます。 

世田谷区において、公園や緑地などの整備・充実を推進することでＣＯ２吸収源としての

機能を向上させることは、地球温暖化の緩和の観点からも有効です。また、みどりはＣＯ２

吸収だけではなく、ヒートアイランド現象を抑制する効果もあります。 

さらに、気候変動により集中豪雨が多発し、河川や下水道等が短時間に降る大雨に耐え切

れずマンホール等から排水があふれ出る内水氾濫の問題に対し、農地、樹木地、草地などの

自然面を保全・確保し、雨水の貯留・浸透、流出抑制を図ることが、水害を防ぐ上でも重要

となっています。そのため、区では、みどりなどの自然が持つ雨水の貯留・浸透、流出抑制、

水質浄化、地下水涵養などの様々な機能を、都市基盤（インフラ）として有効に活用する「グ

リーンインフラ」を取り入れています。具体的な取組みとして、道路や公園、区有施設への

雨水を一時的に貯留・浸透する施設の設置、住宅への雨水浸透施設や雨水タンクの設置に関

する普及啓発等を進めています。 

 
 

 

 

 

 

図 自然面率・みどり率・緑被率・公園率の推移 
出典：「令和３年度みどりの資源調査」  
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みどり率…緑が地表を被う部分※に水面と公園内の緑に被われていない部分を加えた面積が

地域全体に占める割合 
緑被率 …緑が地表を被う部分の面積が地域全体に占める割合 

※ 緑が地表を被う部分…樹木地（樹木・竹林）、草地、農地、屋上緑地を航空写真から判読 

2006 年度調査から調査精度が向上

し、これまで抽出が困難であった建物

に挟まれた小規模な緑地や建物の影

内の緑地の判読が可能となった。 
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（２）地球温暖化に対する世田谷区のこれまでの取組み 

世田谷区は、地球温暖化防止に向けた取組みを総合的かつ計画的に進めていくため、2012年

３月に「世田谷区地球温暖化対策地域推進計画」を策定しました。また、人口増加が見込まれ

る中、家庭からの温室効果ガス排出量の大幅な削減に向けた取組みを推進するため、翌 2013

年３月に「世田谷区地球温暖化対策地域推進計画アクションプラン」を策定しました。 

その後、2015 年にパリ協定が採択され、産業革命前からの平均気温上昇を２℃未満に抑え

るという世界共通の目標達成に向け、温室効果ガス排出量の一層の削減が求められる中、区は、

それまでの計画を刷新し、2018年３月に新たな地球温暖化対策地域推進計画を策定しました。 

これらの計画に基づき、区は、再生可能エネルギーの普及と区民・事業者の省エネルギー行

動の促進に向け、みうら太陽光発電所の開設、その売電収入を活用した省エネポイントアクシ

ョン等の施策を展開してきました。また、住宅都市である世田谷区では、大規模な再生可能エ

ネルギーの創出には限りがあるため、川場村の木質バイオマス発電による電力を区民が購入

する仕組みの構築をはじめ、エネルギー資源が豊富な自治体との連携により、区内における自

然エネルギーの活用拡大を図る自然エネルギー活用を通じた連携・協力を広げてきました。さ

らに、本庁舎等で使用する電力を再生可能エネルギー100％電力への切替え、区民・事業者・

区の再生可能エネルギーの利用を促進する「せたがや版ＲＥ１００」の普及などを進めていま

す。それとともに、気候変動適応の一環として、公共施設や公園へのレインガーデン等の設置

や、区民に向けた雨水浸透施設や雨水タンク設置の呼びかけなど、様々なグリーンインフラを

取り入れて、既存インフラ整備と相互に補完するよう活用して基盤整備を図ってきました。 

この間にも深刻化する気候危機の状況を踏まえ、区民・事業者と地球温暖化の問題を共有し、

共に行動していくため、2020年 10月に東京 23区では初となる「世田谷区気候非常事態宣言」

を行い、2050年までにＣＯ２排出量実質ゼロをめざすことも表明しました。 

2021 年９月には、区役所内の総合調整を図るため「気候危機対策会議」を立ち上げ、世田

谷区気候非常事態宣言を踏まえた地球温暖化対策に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

るための検討を進めています。 

さらに、気候危機対策を安定的・継続的に実行していくための財源となる「世田谷区気候危

機対策基金」を 2022年度に創設し、再生可能エネルギーの利用拡大や区民・事業者の行動変

容を促す取組みの推進に活用していきます。 

     
図 せたがや版ＲＥ１００ステッカー 図 再生可能エネルギー100％電力を 

  導入している施設と啓発ポスター 
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世田谷区気候非常事態宣言 

地球温暖化に起因する強力な台風や集中豪雨が頻発し、その被害は年々甚大化していま

す。しかし、世界のＣＯ２排出量は、今なお増加が続いており、今後も、極端な高温や大雨

が発生する可能性がより高くなるとされています。こうした気候危機の状況を、区民・事業

者と区が共有し、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）が目指す持続可能な社会の実現に向け、

ともに行動していくために、世田谷区は、2020 年 10 月 16 日に「世田谷区気候非常事態宣

言」を行いました。 

  

コラム 
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１－３ 計画の枠組み 

（１）目的 

 本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21条第４項に基づき、区域の自然的社

会的条件に応じて、温室効果ガスの排出の量の削減等のための総合的かつ計画的な施策を策

定し、実施するための「地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）」として策定す

るものです。 

また、「気候変動適応法」第 12条に基づき、区域における自然的経済的社会的状況に応じた

気候変動適応に関する施策の推進を図るための「地域気候変動適応計画」を兼ねる計画として

策定します。 

 計画内に示す地球温暖化対策に、区民・事業者・区が、それぞれの役割を認識し、連携・協

働・共創しながら取り組むことによって、世田谷区から排出される温室効果ガスの削減と気候

変動への適応を進めていくことを目的とします。 

 

（２）計画の位置づけ 

本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」及び「気候変動適応法」に基づき策定さ

れるとともに、世田谷区環境基本条例に基づき策定した「世田谷区環境基本計画」に掲げる区

のめざす環境像を実現するため、主要な要素である地球温暖化、エネルギー、気候変動適応を

推進するための計画として密接に関わっています。 

計画策定においては、2021年 10月に閣議決定された国の「地球温暖化対策計画」及び「気

候変動適応計画」を踏まえるものとします。地球温暖化対策計画では、「地域の多様な課題に

応える脱炭素化に資する都市・地域づくりの推進」として、都市計画、公共施設等総合管理計

画、地域公共交通計画、総合計画等の温室効果ガス排出量の削減等と関係を有する施策と調

和・連携を図ることが示されています。このため、区のこれら関連計画に配慮しながら、取組

み（施策）を進めます。同時に、区の他の行政計画に対して、可能な限り地球温暖化対策を組

み込んでいくよう働きかけていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 計画の位置づけ  

世田谷区基本構想 

世田谷区基本計画 

世田谷区実施計画 

世田谷区環境基本条例 
○環境の保全、回復及び
創出に関する基本理念 

○環境の保全に関する施
策の基本的事項 

世田谷区環境基本計画 
○環境の保全等に関する施策の
総合的かつ計画的な推進 

○環境の保全等に関する
目標及び重要事項 

世田谷区環境行動指針 

世田谷区地球温暖化対策
地域推進計画 

関連計画等 
一般廃棄物処理基本計画 
みどりの基本計画 
生きものつながる世田谷プラン 
都市整備方針 
交通まちづくり基本計画 
自転車活用推進計画及び自転車
等の利用に関する総合計画 
第四次住宅整備方針 
風景づくり計画 
産業振興計画 
農業振興計画 
豪雨対策基本方針 
豪雨対策行動計画 
第2次世田谷区教育ビジョン 
公共施設等総合管理計画 

など 

地球温暖化
対策推進法 

気候変動 
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（３）計画の基準年度と目標年度（計画期間） 

本計画の計画期間は、2023 年度から 2030年度までの８年間とします。 

なお、区の基本計画や環境基本計画の見直しの状況や、国、都の施策の動向等、必要に応じ

て適宜見直しを行います。 

温室効果ガス排出量の削減目標の設定にあたっては、国の地球温暖化対策計画を踏まえ、

2013 年度を基準年度とし、中期目標を 2030 年度、長期目標を 2050 年度に設定します。 

 

 

年度 

計画名 

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031  2050 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13  R32 

世田谷区地球温暖化 
対策地域推進計画 

        
 

  

世田谷区基本計画 
世田谷区実施計画 

        
 

  

世田谷区環境基本計画         
 

  

 

図 計画期間 

  

地球温暖化対策地域推進計画 
中
期
目
標 

長
期
目
標 

次期環境基本計画 

基本 
計画 

環境基本計画 
（後期） 

次期基本計画 
未来つながる 
プラン 
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（４）計画の実行主体と役割 

本計画は、世田谷区全域からの温室効果ガス排出量の削減と、気候変動への適応を進めるた

めのものです。 

温室効果ガス排出量の削減及び気候変動への適応のためには、区民・事業者・区をはじめと

し、教育機関、ＮＰＯ、来街者などのあらゆる主体が自らの生活や事業活動等の中で、問題の

重要性を認識し、対策に取り組むことが望まれます。また、各主体が連携・協働・共創して環

境・経済・社会の３側面の統合的な取組みを進めることで、対策の効果が高まることが期待さ

れます。 

本計画では、主たる活動主体である区民・事業者による温室効果ガス排出量の削減及び気候

変動への適応に向けた取組みを示すとともに、区が区内最大級の事業所として自ら行う対策

や、区民・事業者の取組みを支援するために行う施策を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 計画の実行主体と役割 

区 民 

●日常生活の中で省エネ・再エネの利
用・省資源に取り組む。 

●気候変動の影響を知り、備える。 

●事業者や区の取組みに協力する。 

事業者 

●事業活動からの温室効果ガスの排
出抑制に取り組む。 

●気候変動の影響を知り、備える。 

●区民や区の取組みに協力する。 

区 
●区内最大級の事業所として事業活動からの温室効果ガ
スの排出抑制に取り組む。 

●区域からの温室効果ガス排出量削減のため、次の施策を
策定・実行する。 
・区民や事業者の省エネ・再エネの利用・省資源等の取
組みの支援、仕組みやルールづくり 

・公共交通の利用促進、緑地の保全及び緑化など温室効
果ガスの排出量の削減・吸収につながるまちづくり 

●気候変動適応に関する施策を策定・実行する。 

連携・協働・共創 




